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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第59期 

第２四半期 
連結累計期間 

第60期 
第２四半期 
連結累計期間 

第59期 

会計期間 
自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日 

営業収益 （百万円） 11,245 11,622 22,952 

経常利益 （百万円） 260 305 869 

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益 

（百万円） 289 278 1,277 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 101 177 1,172 

純資産額 （百万円） 24,710 25,599 25,590 

総資産額 （百万円） 60,962 48,010 64,506 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 11.36 10.93 50.18 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） 11.32 10.90 49.97 

自己資本比率 （％） 40.4 53.2 39.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 2,516 3,080 6,266 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 287 3,616 △1,658 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △1,101 △9,240 △498 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） 10,001 9,863 12,408 

 

回次
第59期

第２四半期
連結会計期間

第60期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 7.58 3.09 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等

を適用し、第１四半期連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益」としております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動は次のとおりであります。

 

（バックオフィス事業） 

当第２四半期連結会計期間において、東京自動車管理株式会社の全株式を取得し連結子会社といたしました。 

 

この結果、平成27年９月30日現在では、当社グループは、当社、親会社および子会社3社により構成されることと

なりました。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。 

なお、第１四半期連結累計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13

日）第39項に掲げられた定め等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としておりま

す。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとする海外経済の下振れ等の懸念があるもの

の、政府の経済対策や日本銀行の金融緩和等による景気の下支えにより、引き続き緩やかな回復基調にありまし

た。

このような状況の下、当社グループは平成26年度から平成28年度の3か年を対象とした中期経営計画の2年目とし

て、重点領域と定めている「証券業務のトータルソリューションの提供」と「会社運営の効率化ソリューションの

提供」の2つの分野において、諸施策を展開しております。主な取り組みといたしましては、株式会社野村総合研

究所と連携し、平成28年１月のマイナンバー制度（社会保障・税番号制度）の開始に備え、金融機関や事業会社向

けに顧客や従業員等のマイナンバーを安全かつ効率的に登録・管理・利用するソリューション（マイナンバー登

録・管理・利用サービス）提供の準備を進めております。

当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、営業収益は116億22百万円（前年同四半期比3.4％増）、

営業利益は2億43百万円（前年同四半期比33.0％増）、経常利益は3億5百万円（前年同四半期比17.3％増）となり

ました。また、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に提供していた証券バックオフィスシステム（基幹

系システム）を本年７月22日付で同社に譲渡したことにより固定資産売却益を計上したものの、前期に行った本社

移転に伴う固定資産売却益や投資有価証券売却益が減少したこと等により、親会社株主に帰属する四半期純利益は

2億78百万円（前年同四半期比3.6％減）となりました。

 

セグメント別の状況は、以下のとおりであります。

 

① バックオフィス事業 

バックオフィス事業におきましては、受託業務量が増加したものの、マイナンバー登録・管理・利用サービ

スの先行的な費用の発生もあり、営業収益は50億93百万円（前年同四半期比7.8％増）、セグメント損失（営

業損失）は3億79百万円（前年同四半期はセグメント損失（営業損失）2億43百万円）となりました。 

 

② ＩＴサービス事業 

ＩＴサービス事業におきましては、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に提供していた証券バッ

クオフィスシステム（基幹系システム）を本年７月22日付で同社に譲渡したことによる減収があったものの、

新規開発案件の増加等もあり、営業収益は51億50百万円（前年同四半期比2.5％減）、セグメント利益（営業

利益）は3億31百万円（前年同四半期比36.4％増）となりました。 

 

③ 証券事業 

証券事業におきましては、前期に比べて株式市況が堅調に推移したこと等により顧客証券会社からの委託手

数料等が増加いたしました。この結果、営業収益は12億47百万円（前年同四半期比16.1％増）、セグメント利

益（営業利益）は2億4百万円（前年同四半期比356.4％増）となりました。 

 

④ 金融事業 

金融事業におきましては、証券担保ローンの融資残高が減少したこと等により、営業収益は1億30百万円

（前年同四半期比21.6％減）、セグメント利益（営業利益）は76百万円（前年同四半期比21.2％減）となりま

した。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は480億10百万円で、前連結会計年度末に比べ164億96百万円減少

しました。これは主に、有価証券が増加した一方で、現金及び預金、信用取引借証券担保金、ソフトウエアが減少

したことによるものです。また、負債合計は224億10百万円で、前連結会計年度末に比べ165億5百万円減少しまし

た。これは主に、短期借入金、信用取引貸証券受入金が減少したことによるものです。純資産合計は255億99百万

円で、前連結会計年度末に比べ8百万円増加しました。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は98億63百万円となり、前

連結会計年度末より25億44百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりで

あります。

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

30億80百万円の資金の増加（前年同四半期は25億16百万円の資金の増加）となりました。これは主に、営業貸

付金の減少額26億23百万円、信用取引資産の減少額65億59百万円、信用取引負債の減少額77億11百万円によるも

のであります。

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

36億16百万円の資金の増加（前年同四半期は2億87百万円の資金の増加）となりました。これは主に、無形固

定資産の取得による支出34億37百万円、無形固定資産の売却による収入69億52百万円によるものであります。

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

92億40百万円の資金の減少（前年同四半期は11億1百万円の資金の減少）となりました。これは主に、短期借

入金の減少額83億75百万円、長期借入金の返済による支出6億66百万円によるものであります。

 

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当社グループでは、ＩＴサービス事業の製品のひとつであるＤｒｅａｍシリーズの新機能に関する研究開発投資

を行い、機能充実による営業収益拡大を推進しております。

なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、40百万円であります。

 

(6) 主要な設備

（ＩＴサービス事業）

当第２四半期連結累計期間において、平成27年６月４日開催の取締役会で決議した固定資産の譲渡は、平成27年

７月22日付で完了いたしました。

これに伴い、ソフトウエアが67億95百万円減少しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,240,000

計 66,240,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,623,700 25,623,700
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 25,623,700 25,623,700 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

① 第15回新株予約権

決議年月日 平成27年６月18日

新株予約権の数（個） 113

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自 平成27年８月４日

至 平成57年８月３日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格   954

資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

起算して10日間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるも

のとする。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、下記③に掲げる

「新株予約権割当契約書」に定める条件に従って、新株予約権を

行使することができる。

③ その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

（注）新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という。）は100株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で付与株式

数を調整する。
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② 第16回新株予約権

決議年月日 平成27年６月18日

新株予約権の数（個） 123

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自 平成27年８月４日

至 平成57年８月３日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格   954

資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、当社子会社の取締役の地位を喪失した日の翌

日から起算して10日間に限り、新株予約権を一括してのみ行使で

きるものとする。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、下記③に掲げる

「新株予約権割当契約書」に定める条件に従って、新株予約権を

行使することができる。

③ その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

（注）新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という。）は100株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で付与株式

数を調整する。

 

- 6 -

2015/11/10 10:04:00／15124501_株式会社だいこう証券ビジネス_第２四半期報告書



（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 25,623,700 － 8,921 － 11,744

 

（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内１丁目６番５号 13,013 50.78 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 1,070 4.17 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,036 4.04 

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 

（常任代理人 シティバンク銀行株式

会社） 

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, 

CANARY WHARF, LONDON E14 5LB 

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号） 

974 3.80 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 699 2.72 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 699 2.72 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 690 2.69 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信託

銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町１丁目５番５号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 
565 2.20 

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目20番３号 489 1.91 

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目14番１号 320 1.25 

計 － 19,557 76.32 

（注） 平成27年６月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、シンプレクス・アセット・マネジ

メント株式会社が平成27年６月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当

第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者      シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社

住所            東京都千代田区丸の内一丁目５番１号

保有株券等の数  株式  2,523,400株

株券等保有割合  9.87％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 81,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,529,700 255,297 －

単元未満株式 普通株式 12,600 － －

発行済株式総数 25,623,700 － －

総株主の議決権 － 255,297 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権

10個）が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が92株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社だいこう証券ビジネス

東京都江東区潮見

二丁目9番15号
81,400 － 81,400 0.32

計 － 81,400 － 81,400 0.32

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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３【その他】

（１）【自己資本規制比率】

 

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
（百万円）

当第２四半期会計期間末
（平成27年９月30日）

（百万円）

基本的項目 (Ａ) 24,999 25,055 

補完的項目

その他有価証券評価差額金

（評価益）等
  522 412

金融商品取引責任準備金等   547 678

一般貸倒引当金   76 61

  計 (Ｂ) 1,146 1,152 

控除資産 (Ｃ) 13,056 7,592 

固定化されていない

自己資本
(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 13,089 18,615 

リスク相当額

市場リスク相当額   228 405

取引先リスク相当額   566 466

基礎的リスク相当額   2,921 2,892

  計 (Ｅ) 3,715 3,764

自己資本規制比率 (Ｄ)／(Ｅ)×100   352.2% 494.4%

 

（２）【有価証券の売買等業務】 

① 有価証券の売買の状況（証券先物取引等を除く）

イ 株券 

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

3,075,827 1,365 3,077,192 

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

4,206,198 272 4,206,471 

 

ロ 債券

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

－ 2,284 2,284

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

－ 3,669 3,669 
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ハ 受益証券

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

103,334 － 103,334

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

281,579 6,000 287,579 

 

ニ その他 

区分 指標連動証券（百万円） 新株予約権証券（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

424 37 461

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

6,584 0 6,585 

 

（受託取引の状況）  上記のうち受託取引の状況は、次のとおりであります。

区分 指標連動証券（百万円） 新株予約権証券（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

424 37 461

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

6,584 0 6,585 

 

② 証券先物取引等の状況

イ 株式に係る取引

区分
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

591,666 － 3,222,342 － 3,814,008

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

1,373,319 － 4,553,441 － 5,926,761 

 

ロ 債券に係る取引

該当事項はありません。

 

- 10 -

2015/11/10 10:04:00／15124501_株式会社だいこう証券ビジネス_第２四半期報告書



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,205 6,660 

預託金 889 1,144 

営業貸付金 10,769 8,146 

信用取引資産 16,764 10,204 

信用取引貸付金 8,468 7,822 

信用取引借証券担保金 8,295 2,381 

たな卸資産 ※１ 28 ※１ 117 

営業未収入金 2,423 1,992 

有価証券 203 3,203 

短期差入保証金 7,754 7,413 

その他 1,725 2,879 

貸倒引当金 △89 △63 

流動資産合計 52,674 41,698 

固定資産    

有形固定資産 1,074 1,166 

無形固定資産    

ソフトウエア 6,710 418 

その他 1,275 2,213 

無形固定資産合計 7,985 2,632 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,288 998 

その他 1,502 1,523 

貸倒引当金 △19 △9 

投資その他の資産合計 2,771 2,513 

固定資産合計 11,831 6,311 

資産合計 64,506 48,010 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 10,645 2,270 

1年内返済予定の長期借入金 333 － 

信用取引負債 12,314 4,603 

信用取引借入金 2,315 632 

信用取引貸証券受入金 9,998 3,970 

有価証券担保借入金 － 93 

有価証券貸借取引受入金 － 93 

営業未払金 600 673 

未払法人税等 59 188 

短期受入保証金 8,676 8,937 

賞与引当金 417 446 

その他 2,569 2,080 

流動負債合計 35,615 19,293 

固定負債    

長期借入金 1,333 1,000 

退職給付に係る負債 1,233 1,291 

その他 185 146 

固定負債合計 2,752 2,438 

特別法上の準備金    

金融商品取引責任準備金 547 678 

特別法上の準備金合計 547 678 

負債合計 38,915 22,410 

純資産の部    

株主資本    

資本金 8,906 8,921 

資本剰余金 11,367 11,383 

利益剰余金 4,863 4,951 

自己株式 △54 △54 

株主資本合計 25,083 25,202 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 468 363 

土地再評価差額金 △0 △0 

退職給付に係る調整累計額 △15 △11 

その他の包括利益累計額合計 452 351 

新株予約権 54 45 

純資産合計 25,590 25,599 

負債純資産合計 64,506 48,010 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業収益 11,245 11,622 

営業費用 7,615 7,755 

営業総利益 3,629 3,867 

一般管理費 ※１ 3,446 ※１ 3,623 

営業利益 183 243 

営業外収益    

受取利息 0 1 

受取配当金 46 39 

その他 29 21 

営業外収益合計 77 62 

営業外費用    

その他 0 0 

営業外費用合計 0 0 

経常利益 260 305 

特別利益    

固定資産売却益 245 159 

投資有価証券売却益 188 37 

負ののれん発生益 － 16 

特別利益合計 434 213 

特別損失    

事務所移転損失 164 － 

金融商品取引責任準備金繰入れ 123 130 

その他 15 0 

特別損失合計 303 130 

税金等調整前四半期純利益 392 388 

法人税、住民税及び事業税 89 142 

法人税等調整額 12 △32 

法人税等合計 102 109 

四半期純利益 289 278 

親会社株主に帰属する四半期純利益 289 278 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 289 278 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △189 △104 

退職給付に係る調整額 1 3 

その他の包括利益合計 △188 △101 

四半期包括利益 101 177 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 101 177 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 392 388 

減価償却費 1,264 1,227 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △155 △35 

賞与引当金の増減額（△は減少） 15 22 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 11 54 

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 123 130 

受取利息及び受取配当金 △364 △363 

支払利息 89 123 

固定資産売却損益（△は益） △245 △159 

投資有価証券売却損益（△は益） △177 △37 

事務所移転損失 164 － 

預託金の増減額（△は増加） △0 △254 

営業貸付金の増減額（△は増加） 495 2,623 

信用取引資産の増減額（△は増加） △4,249 6,559 

営業未収入金の増減額（△は増加） △102 448 

短期差入保証金の増減額（△は増加） △888 341 

信用取引負債の増減額（△は減少） 5,725 △7,711 

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 21 93 

営業未払金の増減額（△は減少） △165 71 

短期受入保証金の増減額（△は減少） 462 261 

その他 250 △1,016 

小計 2,665 2,769 

利息及び配当金の受取額 354 362 

利息の支払額 △89 △120 

事務所移転損失の支払額 △31 － 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △382 69 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,516 3,080 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △138 △132 

有形固定資産の売却による収入 1,405 5 

無形固定資産の取得による支出 △2,133 △3,437 

無形固定資産の売却による収入 － 6,952 

投資有価証券の売却による収入 1,126 238 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
－ △131 

その他 27 120 

投資活動によるキャッシュ・フロー 287 3,616 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 461 △8,375 

長期借入金の返済による支出 △166 △666 

自己株式の取得による支出 － △0 

子会社の自己株式の取得による支出 △1,200 － 

配当金の支払額 △190 △190 

その他 △4 △7 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,101 △9,240 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,703 △2,544 

現金及び現金同等物の期首残高 8,298 12,408 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 10,001 ※１ 9,863 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結会計期間より、新たに株式を取得した東京自動車管理株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。 

 

（追加情報）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等を適

用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当

該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸

表および連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

商品 3百万円 0百万円 

仕掛品 24 〃 117 〃 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自  平成26年４月１日 
 至  平成26年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 

 至  平成27年９月30日) 

従業員給料及び手当 1,149百万円 1,309百万円 

賞与引当金繰入額 239 〃 283 〃 

退職給付費用 57 〃 64 〃 

貸倒引当金繰入額 2 〃 △17 〃 

減価償却費 65 〃 116 〃 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日

  至  平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日

  至  平成27年９月30日)

現金及び預金 9,798百万円 6,660百万円

有価証券（ＭＭＦ等） 202 〃 3,203 〃

現金及び現金同等物 10,001 〃 9,863 〃
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 190 7.5 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月24日

取締役会
普通株式 191 7.5 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月18日

定時株主総会
普通株式 191 7.5 平成27年３月31日 平成27年６月19日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月23日

取締役会
普通株式 191 7.5 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

            (単位：百万円) 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
バック 

オフィス 
ＩＴ 

サービス 
証券 金融 計 

営業収益              

外部顧客への営業収益 4,723 5,280 1,074 166 11,245 － 11,245 

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

71 165 － － 236 △236 － 

計 4,794 5,446 1,074 166 11,482 △236 11,245 

セグメント利益 
又は損失（△） 

△243 243 44 97 141 41 183 

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額41百万円には、セグメント間取引消去41百万円が含まれてお

ります。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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２．報告セグメントごとの資産に関する情報 

該当事項はありません。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

            (単位：百万円) 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
バック 

オフィス 
ＩＴ 

サービス 
証券 金融 計 

営業収益              

外部顧客への営業収益 5,093 5,150 1,247 130 11,622 － 11,622 

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

55 186 － － 242 △242 － 

計 5,149 5,337 1,247 130 11,865 △242 11,622 

セグメント利益 
又は損失（△） 

△379 331 204 76 233 10 243 

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額10百万円には、セグメント間取引消去5百万円が含まれてお

ります。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報 

「ＩＴサービス」セグメントにおいて、当第２四半期連結会計期間に固定資産（証券バックオフィスシステ

ム）を譲渡したこと等により、セグメント資産は前連結会計年度の末日に比べ、6,691百万円減少しておりま

す。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

 

（重要な負ののれん発生益） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日

 至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 11円36銭 10円93銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 289 278

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
289 278

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,463 25,520

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円32銭 10円90銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 93 72

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

２【その他】

第60期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当については、平成27年10月23日開催の取締役会に

おいて、平成27年９月30日を基準日として次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 191百万円

② １株当たりの金額 7円50銭

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成27年12月７日

 

- 20 -

2015/11/10 10:04:00／15124501_株式会社だいこう証券ビジネス_第２四半期報告書



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月11日

株式会社だいこう証券ビジネス 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 草  加  健  司  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 立  石  康  人  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社だいこ

う証券ビジネスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月

１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社だいこう証券ビジネス及び連結子会社の平成27年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月11日

【会社名】 株式会社だいこう証券ビジネス

【英訳名】 DSB Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  多 田   斎

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都江東区潮見二丁目9番15号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町2番1号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長多田斎は、当社の第60期第２四半期（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

 

２【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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